
３．減損の注記
減損を認識した固定資産
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

資 産 名 用 途 場 所 取得年月日 種 類 帳 簿 価 額

別海実験場 実験場 北海道野付郡
別海町

平成18年４月
１日

土地 28¶387¶510円
建物 11¶233¶000円
構築物 543¶000円
機械及び装置 46¶468¶738円
工具器具備品 8¶106¶669円

湧別実験場 実験場 北海道紋別郡
湧別町

平成18年４月
１日

土地 19¶980¶000円
建物 464¶200円
構築物 37¶100円

（注１） 帳簿価額は、平成22年度期首における廃止部分の帳簿価額であります。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

資 産 名 種 類 減 損 額

別海実験場 土地 17¶625¶000円
建物 4¶798¶000円
構築物 239¶000円
機械及び装置 44¶059¶892円
工具器具備品 0円

湧別実験場 土地 10¶089¶500円
建物 231¶700円
構築物 20¶600円

（注１） 当該資産においては、損益計算書に計上しておりません。
エ 回収可能サービス価額

資 産 名 種 類 帳 簿 価 額 回収可能サービス価額 減 損 額

別海実験場 土地 28¶387¶510円 10¶762¶510円 17¶625¶000円
建物 11¶233¶000円 6¶435¶000円 4¶798¶000円
構築物 543¶000円 304¶000円 239¶000円

５．重要な債務負担行為

件 名 契約の相手方 契 約 済 額 平成23年度
支出予定額 備 考

土質共同実験棟北側改修工事 j秋山工務店 77¶700¶000円 51¶240¶000円

土質共同実験棟移転先改修工事 j秋山工務店 79¶695¶000円 51¶219¶000円

] 金融商品の時価等に関する事項
平成23年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

{現金及び預金 2¶702¶301¶429円 2¶702¶301¶429円 `

|研究業務未収金 168¶357¶532円 168¶357¶532円 `

}未収金 7¶695¶384円 7¶695¶384円 `

~研究業務未払金 (1¶446¶487¶747円) (1¶446¶487¶747円) (`)

�未払金 (262¶242¶511円) (262¶242¶511円) (`)

機械及び装置 46¶468¶738円 2¶408¶846円 44¶059¶892円
工具器具備品 8¶106¶669円 8¶106¶669円 0円

湧別実験場 土地 19¶980¶000円 9¶890¶500円 10¶089¶500円
建物 464¶200円 232¶500円 231¶700円
構築物 37¶100円 16¶500円 20¶600円

（注１） 回収可能サービス価額については、土地、建物、構築物及び工具器具備品は不動産鑑定
書により算出した正味売却価額としております。機械及び装置は特殊装置のため売却不
能であり、かつ鑑定評価不能とされたため備忘価額をもって算出しております。
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２．貸借対照表の注記
\ 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 217¶127¶688円
] 運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 3¶721¶848¶228円

イ 減損の認識に至った経緯
平成19年12月24日に閣議決定された「独立行政法人整理合理化計画」別表各独立行政法人に
ついて講ずべき措置において、組織の見直し【支部・事業所等の見直し】として、「中期計画達
成状況を平成22年度までに明らかにした上で、別海実験場及び湧別実験場を廃止する。」ことと
なりました。これらを受け、当法人において、別海実験場及び湧別実験場につきまして平成23

年３月31日付けで廃止することを決定し、これに基づき廃止いたしました。

４．キャッシュ・フロー計算書注記
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

現金及び預金勘定 2¶702¶301¶429円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 2¶702¶301¶429円

á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á

] 重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得 3¶969¶000円

６．重要な後発事象
該当事項はありません。

７．金融商品の時価等に関する注記
\ 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金に限定し、資金調達については運営費交付金により実施
事業の財源が適宜手当てされているため、金融機関等からの資金調達は行っておりません。
未収金、研究業務未収金は、いずれも１年以内の入金期日であります。未収金、研究業務未
収金に係る取引相手の信用リスクについて、取引先の入金状況を定期的に確認し、取引先ごと
に期日及び残高を管理することでリスクの低減を図っております。また、未払金、研究業務未
払金は、いずれも１年以内の支払期日であります。
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